
第１回 武蔵野市社会資本総合整備計画事後評価委員会 

                   日  時  平成28年８月17日（水） 

                       午前９時00分～ 

                   場  所  武蔵野市役所 

                       西棟４階 411会議室  

次  第 

１ 開  会  

２  市挨拶  

３  出席者紹介 

４  議  事  

(1) 委員長選出 

(2) 委員会の運営事項について 

 (3) 事後評価委員会の役割について 

 (4) 武蔵野市社会資本総合整備計画の概要について 

 (5) 事業の進捗状況と目標の実現状況について 

(6) 事後評価書（案）について 

  (7) その他 

５  閉  会  
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武蔵野市社会資本総合整備計画事後評価委員会設置要綱 

 （設置） 

第１条 社会資本整備総合交付金交付要綱（平成28年４月１日付け国官会第

4197号）の規定により社会資本整備総合交付金の交付を受けた同要綱附

属第Ⅰ編ロ－７に定める下水道事業について、事後評価を実施するにあ

たり、評価の透明性、客観性及び公正さを確保するため、第三者の意見

を 求 め る 機 関 と し て 、 武 蔵 野 市 社 会 資 本 総 合 整 備 計 画 事 後 評 価 委 員 会

（以下「事後評価委員会」という。）を設置する。 

 （所管事項） 

第２条 事後評価委員会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を市

長に報告する。 

(1) 社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況  

(2) 事業効果の発現状況 

(3) 評価指標の最終目標値の実現状況 

(4) 今後の方針 

 （組織） 

第３条 事後評価委員会は、委員３人により組織する。 

２ 委員は、武蔵野市の下水道事業及び水環境等に詳しい有識者の中から市

長が委嘱する。 

 （委員長） 

第４条 事後評価委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により選出する。 

３ 委員長は、会務を総括し、事後評価委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長

が指名する委員がその職務を代理する。 

 （委員の任期） 

第５条 委員の任期は、平成28年８月17日から同年９月30日までとする。 

 （会議） 

第６条 事後評価委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 事後評価委員会が必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求

め、説明又は意見を聴くことができる。 

 （報酬） 

第７条 委員の報酬は、武蔵野市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条

例（昭和 36年２月武蔵野市条例第７号）第５条第１項の規定により、市

長が別に定める。 

資料１



 （事務局） 

第８条 事後評価委員会の事務局は、環境部下水道課に置く。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、事後評価委員会について必要な事項

は、市長が別に定める。 

   付  則  

１  この要綱は、平成28年８月17日から施行する。 

２ この要綱は、平成28年９月30日限り、その効力を失う。 



1 武蔵野市下水道計画の推進

平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 東京都武蔵野市

（H23当初） （H25末） （H27末）

A１　下水道事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H23 H24 H25 H26 H27

第1処理区

1-A1-1 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 150 浸水対策計画

1-A1-2 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 1,501 浸水対策計画

1-A1-3 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 808 合流改善計画

1-A1-4 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 3,729 合流改善計画

1-A1-5 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 726 合流改善計画

1-A1-6 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 改築 武蔵野市 3,310 長寿命化支援制度

1-A1-7 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 9 合流改善計画

1-A1-12 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 4 水質保全

第2処理区

1-A1-8 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 250 浸水対策計画

第3処理区

1-A1-9 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 分流 新設 武蔵野市 929

全体

1-A1-10 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 10

1-A1-11 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流・分流 - 武蔵野市 96 総合地震対策計画

合計 11,522

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-1 活動支援 一般 武蔵野市 直接 雨水流出抑制対策 雨水浸透施設設置の市助成の一部を助成 武蔵野市 100

合計 100

番号 備考

1-C-1

調査策定

番号 事業者 要素となる事業名

基幹事業の浸水対策エリア内における、各戸への雨水浸透施設設置の市助成の一部を助成することで雨水浸透施設設置を促進し、雨水の流出抑制及び浸水域の削減を図る。

市町村名
全体事業費
（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

雨水貯留浸透槽 V=500  5箇所

浸水対策

事業者

浸水対策施設整備（吉祥寺北町1丁目）

合流改善施設整備（吉祥寺東町4丁目）

合流改善施設整備（吉祥寺東町1丁目）

浸水対策施設整備（小中学校）

合流改善施設整備（神田川排水区）

下水道管再構築

0Ａ

全体事業費
（百万円）市町村名事業内容

雨水幹線 φ2600 L=500m

長寿命化計画策定 管きょ再構築 □3300×2970mm　L=874m

雨水貯留槽 V=1200 

雨水貯留浸透槽 V=500  3箇所

雨水貯留槽 V=4500 

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

11,522 百万円 Ｂ11,622 百万円

98%

社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）

工種

省略

計画の名称

交付対象
計画の目標
計画の期間

全体事業費

省略
工種

平成20年度に策定した武蔵野市下水道総合計画に基づいた事業を確実に実施し、水害に強い都市を造るとともに水環境に配慮した安心・安全で快適なまちを創造して行く。

②合流式下水道改善率を、25.7％（Ｈ23）から100％（Ｈ25）に増加させる。（貯留槽：2箇所　貯留管：471m）
①雨水の流出抑制を図り浸水被害を軽減させるため、浸水対策達成率を50％（Ｈ23）から100％（Ｈ27）に増加させる。（市内18箇所　22年度末9箇所　23年度以降9箇所）

③分流式の第3処理区（石神井川排水区）の雨水管整備を推進し下水道計画に則った雨水排水を確保するため、雨水管整備率を77.5％（Ｈ23）から82.8％（Ｈ27）に増加させる。（φ2600 L=500m）

　　計画の成果目標（定量的指標）

80.1％

④老朽管きょの延命化を図るため、老朽管きょ再構築率を5.3％（Ｈ23）から6.3％（Ｈ27）に増加させる。（□3300×2970mm　L=874m）

82.8％

当初現況値 中間目標値

百万円 Ｃ

合流改善事後評価調査 調査策定

放流水質フォローアップ調査

0.9%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

百万円100

雨水貯留槽 V=8500 

②合流式下水道改善率　　合流区域面積（第１処理区）S=727ha  当初：187/727　中間：727/727  最終：727/727

　　定量的指標の定義及び算定式

100％ 100％

50.0％

最終目標値
定量的指標の現況値及び目標値

平成 26 年 3 月 28 日

25.7％

備考

100.0％83.3％

管きょ継手の耐震化 マンホールトイレの設置

⑤避難所等からの排水を受ける管路及び、緊急輸送道路等下の管路について管きょ継手の耐震化事業を行い、耐震化整備率を78%(H23)から98%(H27)に増加させる。またマンホールトイレの設置を行う。（9校）

①浸水対策率　        　計画箇所数　18箇所                 当初：9/18 　　中間：15/18    最終：18/18                

5.8％

92%

 6.3％

事業内容

5.3％

③雨水管整備率　　　　　計画延長　L=9,350m　　　　　　 　　当初：7,244/9,350  中間：7,494/9,350　最終：7,744/9,350 77.5％

78.3％

④老朽管きょ再構築率　　計画延長　L=81,990m　　　　　　　　当初：4,326/81,990 中間：4,760/81,990 最終： 5,200/81,990

⑤耐震化整備率　　　　　計画箇所数169箇所　　　　　　　　　当初：673/859      中間：791/859      最終：842/859

効果促進事業費の割合

浸水対策事業

下水道総合地震対策事業

石神井川排水区雨水幹線整備

要素となる事業名

雨水貯留管φ1350～2800mm L=471m

浸水対策施設整備（小中学校）

市内内水ハザードマップの検討

交付対象事業

計画策定

計画策定

実施設計

基本設計 実施設計

1

資料２
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39用語： 第二次計画、バイパス管 

３．浸水対策 

（１）方針・目標

（２）主な施策

浸水が起こりやすい地区を解消するために、一定の基準のもと

で雨に強いまちづくりを進めていく。基準を上回る大きな降雨に

対しては、ハード・ソフト両面から雨に強いまちづくりを進め、

人命や都市機能の重大な被害を防ぐ。 

１）貯留浸透施設の整備 

大雨時に、浸水発生地区へ雨水が 

流出するのを抑制するため、市内の 

学校の校庭に貯留槽を設置する。 

２）バイパス管の整備 

吉祥寺北町 4,5 丁目一帯の雨水を 

善福寺川放流幹線へ導水するために、バイパス管を整備する。 

３）雨水放流幹線の整備 

善福寺川、神田川両排水区を 50mm 対応にするために、神田川

や善福寺川等の河川改修事業と整合を取りながら、放流幹線を整

備する。

４）浸透施設の整備（他事業との連携） 

下水道管きょに流入する雨水を減らすために、他事業と連携

し、民間住宅等への浸透施設の整備推進を図る。 

５）ソフト対策の推進

 浸水被害の軽減を確実なものとするために、リスク低減の観点

から、避難行動に対する支援等のソフト対策を推進する。 

目標：第二次計画整備率※＝100％（平成 42 年度まで） 

※第二次計画整備済み面積／第二次計画対象区域面積 

目標：学校への貯留浸透施設の設置※＝100％ 

※設置済み施設数／設置予定施設数 

貯留浸透施設の設置工事の様子

計画の成果目標と指標の根拠

①雨水の流出を図り浸水被害

　を軽減させるため、浸水対

　策達成率を増加させる。

 H23(当初) 9校/18校=50%

    　　9校に貯留浸透施設設置

 H27(最終) 18校/18校=100%

市立小中学校 全18校

資料３（武蔵野市下水道総合計画（2008）より）



44
用語：雨水吐、スクリーン（きょう雑物除去装置） 

２．合流式下水道の改善 

（１）方針・目標

（２）主な施策

合流式下水道は、汚水と雨水を同じ管きょで流す構造になって

いるため、雨天時には、未処理下水の一部が、雨水吐から公共用

水域へ放流されてしまう。今後、未処理下水やゴミ等を削減する

ための対策（合流改善対策）を積極的に推進し、環境負荷の低減

を図るとともに、神田川や善福寺川流域の水質向上や東京湾の水

環境保全に貢献していく。

１）雨水吐からのゴミ等の流出抑制 

 雨天時に善福寺川等の河川へゴミが流れ出ないように、引き続

き雨水吐へスクリーン（きょう雑物除去装置）を設置する。 

２）合流改善計画の見直し 

最新の国の実施方針を勘案し、本市の合流改善計画を見直す。 

３）貯留槽の整備 

雨天時に未処理で放流される下水を一時的に貯めておき、晴天

時に処理場へ送るための貯留槽を整備する。

目標：合流式下水道改善率※＝100％（平成 25年度まで） 

※分流式下水道並みに改善済の区域面積／合流区域面積 

目標：雨水吐改善率※＝100％（平成 22 年度まで） 

※きょう雑物除去施設設置済み雨水吐／全雨水吐 

合流改善対策のイメージ
東京都新･合流改善クイックプランより

③雨水浸透の促進

②雨水吐口からのごみの
流出抑制対策の実施

①貯留槽の設置

②合流式下水道改善率を

　増加させる。

 H23(当初) 187ha/727ha=25.7%

       雨水貯留槽・管整備
　　　 　V=4500㎥，V=1200㎥
　　　　 V=8500㎥
　　　　φ1350～2800 L=471m

 H27(最終) 727ha/727ha=100%

  第1処理区 727ha

（武蔵野市下水道総合計画（2008）より）
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用語：モニタリング

４）モニタリングの実施 

 合流改善対策による効果を把握するために、年 1 回の水質調査

を実施する。

モニタリング調査

５）浸透施設の整備 

下水道管きょに流入する雨水自体を減らすために、他事業との

連携により浸透施設を整備する。 
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用語：排水区、善福寺川、神田川、第二次計画、更新、河川改修、石神井川、雨水放流幹線 

１．下水道計画の推進

（１）方針・目標

（２）主な施策

本市の雨水排水区域の約 7割を占める善福寺川排水区及び神田

川排水区は、1時間当り 40mm 対応となっており、整備の目標とし

ている１時間当り 50mm 対応にするため、「第二次計画」を推進し

ていく。 

1）新設管きょの整備 

都市計画事業による街路築造や道路改修にあわせて、管きょの

新設・更新を実施する。

２）雨水放流幹線の整備 

河川改修事業と整合を図りながら、善福寺川、石神井川排水区

を 50mm 対応にするため、善福寺川雨水放流幹線及び石神井川雨

水幹線を整備する。

3）ポンプ施設の更新 

市内 3 ヶ所のポンプ施設(桜堤ポンプ所、大野田ポンプ所、北町

ポンプ所)の更新を実施する。 

目標：第二次計画対象区域内の未対応施設の整備を推進する。

中期計画

（H31～35）

長期計画

（H36～45）

①新設管渠の整備 250

②石神井川雨水幹線整備 1,895

計 2,145

(2)下水道の再構築 ①管渠の再構築 1,566 1,500 3,000 6,066

①小中学校への雨水貯留浸透施設設置 271

②北町保育園雨水貯留施設 877

計 1,148

(4)下水道の耐震化 ①マンホールの耐震化 30 　 　 30

(5)下水道臭気対策 ①下水道臭気対策 25 25

①流域建設負担金 500

②区部流入増補管渠整備 420

計 920

(7)合流改善対策 ①放流水質調査 15 15 30 60

(8)人件費・事務費 190 190 380 760

合計 6,039 2,614 18,450 27,103

282 5,830(1）下水道計画の推進 8,257

(3)浸水対策 1,275

(6)広域的な汚水処理 10,630500 9,210

127

項目

施策・事業費（百万円）
H25～45

合計短期計画（H26～30）

【短期計画（平成 26～32年度）における実施事業】

石神井川雨水幹線整備

第３処理区（分流式下水道）から西東京市を経由して、石神井川に雨水を排出するため

の幹線であり、既存の雨水幹線の老朽化が著しいことから、西東京市と協議結果を受けて、

代替となる雨水幹線の整備を優先して実施する。

③分流式の第３処理区（石神

　川排水区）の雨水管整備を

　推進し、下水道計画に則っ

　雨水排水を確保するため、

　雨水管整備率を増加させる。

 H23(当初) 7,244m/9,350m=77.5%

    　　　雨水幹線50m整備

 H27(最終) 7,744m/9,350m=82.8%

（武蔵野市下水道総合計画（2014）より）



38用語：再構築、耐用年数、更生工法、アセットマネジメント 

２．下水道の再構築 

（１）方針・目標

（２）主な施策

下水道が安定してサービスを提供するためには、継続的に施設

の改築更新を行う必要がある。老朽化に起因する施設の使用停止

や道路陥没事故等は、市民の日常生活や社会活動へ深刻なダメー

ジを与えかねない。そのため、影響度が大きいと考えられるφ

450mm 以上の管きょを対象に機能の維持・向上を図るなど、より

効率的な管きょの再構築を計画的に進めていく。 

１）計画的な改築更新 

 今後は、耐用年数を迎える管きょが増加し、改築更新に要する

費用が大きくなることが予想されることから、老朽度や重要度等

から総合的に優先度を判定し、計画的な改築更新を進めていく。 

２）効率的な改築更新手法の検討 

費用の抑制と平準化のため、アセットマネジメント等の手法を

勘案した効率的な改築更新手法を検討する。 

３）施設の計画的な点検と改築更新 

重要管きょや経年管路の計画的な点検・調査を行い、その結果

に基づく改築更新を実施する。 

出典：国土交通省HP 

管きょの再構築例（更生工法）

目標：管きょの再構築率※＝28％以上 約 23km（平成 40年度まで） 

※再構築済み管きょ延長／再構築対象(φ450 以上)管きょ延長 

φ450以上管きょ延長＝81,990ｍ

④老朽管きょの延命化を図る

  ため、老朽管きょ再構築率

  を増加させる。

 H23(当初) 4,326m/81,990m=5.3%

       管きょ再構築　L=874m

 H27(最終) 5,200m/81,990m=6.3%

（武蔵野市下水道総合計画（2008）より）



40用語：再構築 

４．下水道の耐震化 

（１）方針・目標

（２）主な施策

地震災害時における下水道機能の維持と道路陥没等による二

次災害を防止するため、耐震基準に準拠した施設の耐震化を行

う。また、被災時の被害拡大を防止し、速やかに機能を回復する

ためのソフト対策を充実させる。 

１）重要な管きょ等の耐震化 

地域の防災拠点に通じている管きょや幹線道路に埋設されて

いる管きょの耐震性を向上させる。また、直接管内に入って速や

かな点検や復旧作業ができない管径 800mm 未満の管きょについて

も耐震化を図る。 

重要な管きょの選定例 

２）管きょの再構築と併せた効率的な耐震化 

管きょの再構築と併せて耐震化を行うことにより、効

率的に耐震化を進めていく。 

目標：ﾏﾝﾎｰﾙと本管接合部の耐震化率※＝100％ 

※耐震化済ﾏﾝﾎｰﾙ数／耐震化対象ﾏﾝﾎｰﾙ数 

耐震化が必要な箇所 859箇所

 H23(当初) 673/859箇所=78.3%

    　　169箇所を耐震化

 H27(最終) 842/859箇所=98.0%

⑤避難所等からの排水を受ける

　管路及び緊急輸送道路等下の

　管路について管渠継手の耐震

　化事業を行い、耐震化整備率

　を増加させる。

（武蔵野市下水道総合計画（2008）より）



社会資本総合整備計画「武蔵野市下水道計画の推進」の事業進捗状況

計　画 実　績 H23 H24 H25 H26 H27 計画

1-A1-1 ①浸水対策 工事(新設)
浸水対策施設整備
（小中学校）

雨水貯留浸透槽
V=500  3箇所

雨水貯留浸透施設　3箇所設置

⇒第１処理区全12箇所設置完了
150 155 (54) 資料３

1-A1-2 ①浸水対策
設計委託

工事(新設)
浸水対策施設整備
（吉祥寺北町1丁目）

雨水貯留槽 V=4500 北町１丁目雨水貯留施設設置 V=4500 1,501 1,225 (471)

1-A1-3 ②合流改善 工事(新設)
合流改善施設整備
（吉祥寺東町4丁目）

雨水貯留槽 V=1200 合流改善施設設置 V=1200 808 583 (212)

1-A1-4 ②合流改善 工事(新設)
合流改善施設整備
（吉祥寺東町1丁目）

雨水貯留槽 V=8500 合流改善施設設置 V=8500 3,729 3,958 (1,540)

1-A1-5 ②合流改善
設計委託

工事(新設)
合流改善施設整備
（神田川排水区）

雨水貯留管
φ1350 L=321m V=458 
φ2800 L=150m V=924 

雨水貯留管 φ1650mm L=398m V=800 
雨水貯留槽 V=200 
※H24.2の計画変更によりV=1000 に変更

726 739 (305)

1-A1-6 ④管渠再構築
策定委託

工事(改築)
下水道管再構築

長寿命化計画策定

管きょ再構築
□3300×2970mm L=874m

H23 長寿命化計画策定委託 ⇒ H25.2 計画
策定（計画期間：H25～29年度　L=814m）
H25～H27 善福寺川幹線（□3300×2970mm～
4000×2400mm） L=482m　改築（更生工法）

3,310 862 (326)

1-A1-7 ②合流改善 調査委託
放流水質フォロー
アップ調査

放流水質フォローアップ調
査

H23～H27 雨天時放流水質調査業務委託
善福寺川原寺分橋吐け口

9 9 (4)

1-A1-12 ②合流改善 調査委託 合流改善事後評価調査 合流改善事後評価調査
H27 合流改善事業事後評価業務委託
⇒第１・第２処理区における合流改善目標
達成状況を検証・確認

4 7 (3)

第２ 1-A1-8 ①浸水対策 工事(新設)
浸水対策施設整備
（小中学校）

雨水貯留浸透槽
 V=500  5箇所

雨水貯留浸透施設　1箇所設置（二小）
※検討の結果、第２処理区は浸水対策事業
の要件を満たしていないため、H27より流域
貯留浸透事業（河川事業）として実施

250 4 (2)

第３ 1-A1-9 ③雨水管整備
設計委託
地上権

工事(新設)

石神井川排水区雨水
幹線整備

雨水幹線 φ2600 L=500m
H26～H28 雨水幹線整備工事 φ2600 435.5m
※H28年度整備完了予定

929 599 (204)

1-A1-10 ①浸水対策 浸水対策事業 市内内水ハザードマップの検討 ※防災課にて浸水予想区域図を作成済 10 -     (-) ―

1-A1-11 ⑤耐震化整備 工事
下水道総合地震対策
事業

管きょ継手の耐震化
169箇所

マンホールトイレ設置
9校×2基

管きょ継手の耐震化　186箇所

マンホ－ルトイレ設置　11校×2基
※防災課事業として実施

96 57 (20)

基幹事業　計 11,522 8,199 (3,142)

第１ 1-C-1 ①浸水対策 補助金 雨水流出抑制事業 雨水貯留浸透施設の一部を助成 雨水貯留浸透施設の一部を助成　189件 96 43 (18)

効果促進事業　計 96 43 (18)

※事業費実績値は国費対象事業のみを計上 実施予定期間（計画）

実施期間（実績）

実施期間（実績）※ただし、当該計画における交付金対象事業としては実施しなかったもの

第１

事業実施期間（年度）

全体

成果目標 要素事業名（事業箇所）
事業内容（延長、容積等）

区分 参考資料
実績(国費)

事業費（百万円）
事業番号処理区

115.4m 184.4m 181.9m
改 築 工 事計画策定委託

一小 500 三小 500 一中 600 

設 計 築造工事（H25年度繰越）

築 造 工 事

防音壁設置 築 造 工 事 （H25年度繰越）

設 計 築造工事（H25年度繰越）

調 査

野川排水区浸水被害
総合計画策定委託

二小 500 

基本設計 詳細設計 地上権設定 整備工事（※H28まで）

管きょ継手の耐震化
63箇所 56箇所 67箇所

マンホールトイレ設置
1校×2基 4校×2基 2校×2基4校×2基

45件 64件 29件 37件 14件

①

④

②

③

⑤

資料５

資料６

資料７

資料７

資料７

資料８

資料９

資料７

資料５

資料10

資料11

資料12

①

調 査

資料４



□　これまでの経過と今後の予定 □　雨水貯留浸透施設とは

　平成17年9月4日に関東地域を襲った集中豪雨は、武蔵野市において過去に例のない雨量95.5mm/hrを記録し、 　雨水貯留浸透施設は、プラスチック製のブロックを地下に設置し、その中に敷地内（屋上や校庭）に降った雨水

市内各所で床上・床下・地下浸水、道路冠水、マンホールからの逆流、車両浸水などの被害が発生しました。 を貯めて地下に浸透させていく施設です。学校の敷地内に雨が降ったときに、雨水が下水道管を通ってグラウンド

　これを踏まえ、武蔵野市では平成19年度に「善福寺川排水区総合浸水対策緊急計画」を策定し、浸水被害緊急 に設置した雨水貯留浸透施設へ流入し、貯留量を超えて施設から溢れた雨は、公共下水道管に流入します。

改善下水道事業（国費対象）として市立小中学校の校庭地下に雨水貯留浸透施設の設置を進め、平成25年度 　施設に入った雨は、概ね４～５日かけて地下に浸透していきます。これにより、下水道管及び河川への雨水の流出

には武蔵野第１処理区（善福寺川排水区）における全小中学校（12校）への設置が完了しました。 を抑制し、浸水被害を軽減できるとともに、地下水の涵養や水質の保全など水循環システムの改善にも寄与します。

　平成27年度からは、平成49年度までに10㎜/hr降雨相当の雨水流出抑制を実現するため、「武蔵野市流域対策

実施計画」を策定し、流域貯留浸透事業（国費対象）として、武蔵野第２処理区（野川排水区）及び武蔵野第３

処理区（石神井川排水区）における市立小中学校への設置を進めています。

□　雨水貯留浸透施設設置状況

□　雨水貯留浸透施設施工フロー
① グラウンドを掘り、貯留浸透施設を設置するスペースを作ります。

② 透水性シートの上に、プラスチック製の製品を並べて貯留槽をつくり透水性のシートで覆います。

③ コンクリート製のボックスカルバートを並べて貯留浸透施設の点検孔をつくります。

④ 貯留浸透施設へ雨水を引き込む下水道管や人孔を設置します。 ⑤ 最後にグラウンドを整備します。

小中学校雨水貯留浸透施設設置事業の概要　 

地下に浸透

透水シート(雨を地中に染み込ませる)

雨水貯留浸透施設

雨

学校の敷地に

降った雨を集める

オーバーフロー

(浸透施設から溢れた雨水は、

公共下水道管へ流入)

処理区 年度 学校名 貯留量 処理区 年度 学校名 貯留量

平成18年度 第四小学校 500㎥ 

平成19年度 井の頭小学校 500㎥ 

〃 第四中学校 600㎥ 

平成20年度 本宿小学校 500㎥ 

〃 大野田小学校 450㎥ 

〃 関前南小学校 500㎥ 

平成21年度 第三中学校 600㎥ 

〃 第五中学校 800㎥ 

平成22年度 第五小学校 500㎥ 

平成23年度 第一小学校 500㎥ 

平成24年度 第三小学校 500㎥ 

平成25年度 第一中学校 600㎥ 

平成27年度

設置済
第１処理区

(善福寺川排水区)
桜野小学校

境南小学校

平成28年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

700㎥ 

800㎥ 

計 6,550㎥ 
第３処理区

（石神井排水区)

第２処理区
(野川排水区)

計

第二小学校

第六中学校

第二中学校

3,200㎥ 

平成29年度 千川小学校 550㎥ 

設置済

予定

予定

500㎥ 

400㎥ 

800㎥ 

資料５



善福寺川排水区総合浸水対策緊急計画の概要 

１．対象地区 

善福寺川排水区 641ha 

２．浸水被害状況 

  床上浸水：３回（過去３年間） 

延べ床上浸水被害戸数：86 戸 

延べ浸水被害戸数：222 戸 

３．対象降雨 

本計画における対象降雨：95.5mm/hr 

目標とする理由：平成 17年 9月 4 日に記録した既往最大降雨 95.5mm/hr 

ハード整備による目標水準：50mm/hr 

４．目標設定 

①地下施設への浸水と家屋の床上浸水を防止する。 

②浸水常襲地区となる北町保育園付近等では、貯留施設を設置することにより、浸水

区域が約 22,900m2 から 1,300m2 の改善をし、また現況で約 15,300m2 の浸水深が 45

㎝以上の区域を、2,000m2 解消する。 

５．計画期間 

 平成 19年度 ～ 平成 26年度（８箇年） 

６．整備概要 

　①貯留浸透施設の整備

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25 一中（６００ｍ3）

　②貯留施設の整備

H25～H26吉祥寺北町一丁目地内（４，５００ｍ3）

井之頭小（５００ｍ3） 四中（６００ｍ3）

三小（５００ｍ3）

関前南小（５００ｍ3） 大野田小（４５０ｍ3） 本宿小（５００ｍ3）

五中（８００ｍ3） 三中（６００ｍ3）

五小（５００ｍ3）

一小（５００ｍ3）

1

資料６
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3

平成 ２７年　 １月 ３０日

北町１丁目 雨水貯留施設設置事業　概要



4

平成 27年   1月  30日      （405日間）

1,126,117,620　　　円



1

合流式下水道改善施設（雨水貯留池・管）設置箇所図

神田川排水区合流改善施設
貯留管  L=398m  V=800m3

神田川排水区合流改善施設
貯留池　V=200m3

神田川排水区合流改善施設
貯留池　V=200m3

東町１丁目合流改善施設
貯留池　V=8500m3

東町４丁目合流改善施設
貯留池　V=1200m3

資料７



1 

（様式３） 

合流式下水道緊急改善事業 事業評価シート 

評価実施年月：平成 28 年２月 

1.対象事業 武蔵野市合流式下水道緊急改善事業 

2.事業主体名称 武蔵野市 

3.計画期間 平成 21 年度～平成 25 年度 

4.対象事業の進捗状況  

①雨水浸透施設について、平成25年度末までに緊急改善計画値を上回る浸透施設が設置されている。

計画値 実績値 計画値 実績値

浸透ます 18,770基 21,751基 9,816基 8,973基

浸透トレンチ 30,080ｍ 31,301ｍ 15,582ｍ 19,187ｍ

浸透側溝 1,080ｍ 1,080ｍ 514ｍ 514ｍ

道路浸透ます 887基 1,030基 422基 422基

浸透舗装 90,920㎡ 109,634㎡ 41,981㎡ 46,999㎡

雨水貯留施設 2,257 7,250 ― ―

浸透能力 計 32,266 /hr 40,797 /hr 15,425 /hr 16,169 /hr

武蔵野第１処理区 武蔵野第２処理区

②武蔵野第１処理区における雨水貯留施設について、平成 25 年度までに緊急改善計画における４箇

所全て設置済みである。 

・ 雨水貯留池①の設置（8,500m3（実績）／8,500m3（計画）） 

・ 雨水貯留池②の設置（1,200m3（実績）／1,200m3（計画）） 

・ 雨水貯留池③の設置（  200m3（実績）／  200m3（計画）） 

・ 雨水貯留管④の設置（  800m3（実績）／  800m3（計画）） 

③きょう雑物除去施設（スクリーン等の設置）について、平成 25 年度までに緊急改善計画における

10 箇所全て設置済みである。 

・ 武蔵野第１処理区（雨水吐室 ５箇所（実績）／５箇所（計画）） 

・ 武蔵野第２処理区（雨水吐室 ５箇所（実績）／５箇所（計画）） 

5.目標の達成状況と達成の見通し  

目標に対する達成状況（武蔵野第１処理区） 

区分 対策前 当面目標値 
計画値 

（平成25年度）

今回評価 

（平成25年度）

①汚濁負荷量の削減 

（kg/年） 
356,387 309,856 276,443(100％) 266,401（113％）

②公衆衛生上の安全確保 

（回/年） 
52 25 17（100％） 16（103％）

③きょう雑物の削減 

（箇所） 
0 5 5（100％） 5（100％）

2
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目標に対する達成状況（武蔵野第２処理区） 

区分 対策前 当面目標値 
計画値 

（平成25年度）

今回評価 

（参考値） 

①汚濁負荷量の削減 

（kg/年） 
8,548 7,277 5,916(100％) 5,789（105％）

②公衆衛生上の安全確保 

（回/年） 
69 34 21（100％） 20（102％）

③きょう雑物の削減 

（箇所） 
0 5 5（100％） 5（100％）

・①汚濁負荷量の削減と②公衆衛生上の安全確保は、改善対策が未実施（対策前）の状態を基準と

して考えると、平成 25 年度までに設置された雨水浸透施設と雨水貯留施設により、目標を達成し

ている。 

・③きょう雑物の削減は平成 25 年度までに 100％（10/10 箇所）達成している。 

6.対象事業の整備効果の発現状況等 

・きょう雑物（ゴミ、吸殻、ビニール、塵芥類、汚物等）の捕捉値が 30％以上を有する効果が証明

された水面制御装置の設置を行った。 

・下水道法施行令第６条第２項等に基づき、吐口の放流水質の調査結果から算出した武蔵野市の放流水質

（BOD）は、合流式下水道の水質基準40mg/ に対し、15.5mg/ （平成26年度調査）となっている。 

 なお、合流改善指針にある分流式下水道の一般的な雨水水質（BOD）を参考に、本市では良好な水質を

20mg/ として設定している。

・下水道管内の流量測定結果とシミュレーションの解析結果を比較し、浸透施設が想定通りに機能して下

水道管内へ流入する雨水量が減少していることを確認した。 

7.事業の効率化に関する取り組み状況 

・当初計画で位置付けられていた雨水貯留施設の貯留容量約 15,400m3 は、平成 22 年度末までの雨

水浸透施設の設置実績と 25 年度末までの設置効果を見込むことにより、貯留容量を約 10,700m3

に見直しを行った。 

・スクリーン等の設置については、下水道法施行令で定められた期間（平成 25 年度）までに完了す

ることを目標に、工事期間も短く経済性に優れた水面制御施設などの新たな技術を導入し、計画

的に事業を推進した。 

8.今後の方針 

平成 26 年４月に改定した武蔵野市下水道総合計画に基づき、下記の取組を推進する。 

・民間住宅等の民有地における雨水浸透施設の設置を促進するため、設置のための助成金制度の啓

発、ＰＲ等を推進していく。 

・市立小中学校等における雨水貯留浸透施設の設置や公園等の緑地の確保、道路の透水性舗装や浸

透ますの設置等、公有地における雨水浸透の推進を図っていく。 

・工場や事業場などの事業者に対し、水質管理者の選任・水質測定の実施等について継続的に指導

を行うことにより、工場・事業場等からの有害物質の下水道管きょへの流入防止を図っていく。 

・東京都との協定により連携して実施する下水道法第 13 条に基づく事業者への立入り調査及び水質

検査（年４回）や、市内４か所の下水道管路内での水質調査を継続し、公共用水域の水質保全を

図っていく。 

・合流改善施設及び雨水浸透施設の能力・機能を維持するため、適正かつ効率的な維持管理を行っ

ていく。 
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下水道長寿命化計画 事業進捗状況と計画期間変更（予定）について 

当初計画期間 平成 25～29 年度（５か年） 施工延長 813.8ｍ 

変更計画期間 平成 25～30 年度（６か年） 施工延長 813.8ｍ

※1 部分補修
①②③④⑤

※1 部分補修
①②③④⑤⑥

L=114.5m
25年度

L=205.2m
26年度

L=280.8m
27年度

当初計画 年次計画図 

L=119.2m
28年度

L=94.1m
29年度

⑥L=98.9m
28年度

L=119.2m
29年度

L=94.1m
30年度

L=19.9m
30年度

変更計画 年次計画図 

【期間延伸理由】 

 当初計画では、事前調査の結果を基に管渠断面の形状により対応可能な工法を選定し、その工法

による施工可能延長から各年毎の延長を決定した。 

しかし、実際の施工にあたっては、管渠内の流量が多く流れが速いため想定よりも進捗率が上がら

ないことから、計画期間内に予定延長を施工することが難しいこと、スパンごとに管渠断面が変化

しており、曲線部の施工に時間を要することなどから、26年度、27 年度の施工延長を人孔間の１

スパン短くする必要が生じたものである。 

また、平成 28 年度の国庫補助等の交付額が見込みを大幅に下回ったため、当初予定していた施

工延長 163.1ｍの財源を確保することができず、施工延長を短縮せざる得なくなったものである。

施工済 
27年度 
L=181.9m

施工済 
26年度 
L=184.4m

施工済 
25年度 
L=115.4m
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合流式下水道放流水質調査の概要 

平成 16年の下水道法施行令の改正により、合流式下水道について構造基準と放流水質基準が新た

に定められたことから、合流式下水道を採用している都市では、雨天時に下水道施設から放流され

る未処理放流水の継続的な水質検査が必要となった。 

武蔵野市においても平成17年度より年１回、雨天時放流水質のモニタリング調査を実施している。 

○基準を適用する降雨 

  雨天時放流水質基準（ＢＯＤ40mg/ 以下）を適用する降雨は、総降雨量が10㎜以上 30㎜以下

の範囲に収まる独立降雨を対象とする。（独立降雨とは、降雨の前後４時間が無降雨のものをいう） 

○基本となる考え方 

  雨天時放流水質基準は、合流式下水道からの放流される汚濁負荷量の総量を放流水の総量で除

した数値に対し、ＢＯＤで 40㎎/ 以下とする。本市においては、経過措置として平成 16年４月

１日より 10年間、雨水時放流水質基準はＢＯＤ70mg/ 以下が適用される。

○測定の項目 

  水質検査マニュアルに基づき、下記の通り測定項目を定める。 

１ 水質 ＢＯＤ

２ 流量 調査実施箇所における流量測定（雨水吐口からの放流量）

３ 降雨量 調査実施箇所近傍における雨量計測値（武蔵野市役所内）

 「流量」については、汚濁負荷量の総量・放流水の総量を測定するために必要となる。

○水質測定地点の選定 

  水質検査マニュアルでは、「測定すべき地点は、原則として雨水吐口や処理施設を含む全ての吐

口が対象となるが、下水道法施行令第 12条第３項の規定により、放流水の水質が類似のものであ

ると認められた場合には、複数の吐口のうちいずれか１つの吐口を選定すること」とある。 

  武蔵野第一処理区には、「原寺分橋、原橋、第２、第３吐口」の４箇所の吐口を有するが、下水

排除面積が大きいことなどにより、「原寺分橋雨水吐き室」を調査地点とする。 

資料９



○調査結果 

以下に雨天時放流水質のモニタリング調査結果を示す。 

武蔵野市の合流式下水道からの平均放流水質は、平成17年度では 35.6㎎/Lであったが、近年

では 20㎎/L以下であり、合流改善事業の進捗に伴い改善されている。 

雨天時放流水質のモニタリング調査結果 

雨天時放流水質のモニタリング調査結果

年度
降雨量
(㎜）

平均放流水質
(㎎/L）

H17 36.0 35.6

H18 欠測 欠測

H19 42.0 27.0

H20 30.0 28.7

H21 18.0 13.8

H22 24.0 15.4

H23 19.0 14.2

H24 10.0 24.1

H25 33.0 17.4

H26 11.5 15.5
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石神井川排水区雨水幹線整備事業の概要
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事 業 者 武蔵野市

発 注 者 公益財団法人　東京都都市づくり公社

工 事 件 名

工 事 場 所 武蔵野市緑町三丁目、西東京市東伏見三丁目地内外

工 期 (470日間)

受 注 者 フジタ・武蔵野トランスポート建設共同企業体

契 約 金 額 円

工 事 内 容

管きょ工（管径250㎜） 16.600ｍ 組立１号マンホール 5箇所

管きょ工（管径600㎜） 8.000ｍ 組立２号マンホール 2箇所

管きょ工（管径1800㎜） 13.200ｍ (刃口推進） 特殊マンホール（内径120×340㎝）1箇所

管きょ工（管径2200㎜） 10.200ｍ （刃口推進） 特殊マンホール（内法416×518㎝）1箇所

管きょ工（管径2600㎜） 435.500ｍ （泥土圧式） 吐口（内法2400㎜×2400㎜）1箇所

函渠工（内法2400㎜×2400㎜）10.300ｍ 仮設工 （立坑・桟橋等） 1式

付帯工 （舗装復旧等） 1式

石神井川排水区雨水幹線管渠築造工事

平成26年12月22日 ～　　平成 28年 11月　30日

1,051,846,560 (工事価格  973,932,000円) (消費税  77,914,560円)

３．工事概要



下水道総合地震対策計画及び対策の概要 

１．目的 

武蔵野市の管路施設は昭和 32年から事業着手し、そのほとんどが古くに布設された鉄筋コン

クリート管のため、人孔と本管の接合部は半剛結の状態で、柔軟な構造になっていない。 

このことから、本市では地域防災計画において重要な施設として選定した防災拠点及び避難

地を優先し、平成 17 年から 21 年にかけ人孔と本管の接合部による耐震化事業を実施し、これ

までに 673 箇所が完了している。 

本計画については、東日本大震災後に改めて緊急性が高いと判断した施設及び工法上不可能

であった施工箇所 186 箇所（国費対象は 169 箇所）について工事を行うことを目的とする。 

２．計画目標 

①対象とする地震動 

  東海地震（最大震度７程度）クラスの地震動 

②本計画で付与する耐震性能 

  上記地震動が発生した場合でも下水道の最小限の流下機能を確保する。 

３．計画期間 

 平成 24年度～平成 28年度（五箇年） 

４．対策の概要 

 ①管路施設の耐震化 

  ・避難所等の排水を受け入れる管路の耐震化 153 箇所 ⇒避難場所の安全確保 

  ・緊急輸送道路等下の管路の耐震化 16 箇所 ⇒緊急輸送路、避難道路等の機能確保 

 ②マンホールトイレシステムの整備 2 基×12校 ⇒トイレ機能の確保 

５．年次計画と実施状況 

対 策 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計 
H28年度
（予定） 

管路施設

の耐震化 

避難所等の排水を

受け入れる管路 

計画 51箇所 51箇所 51箇所  153箇所  

実績 54箇所 49箇所 67箇所  170箇所  

緊急輸送道路等下

の管路 

計画 9箇所 7箇所   16箇所  

実績 9箇所 7か所   16箇所  

マンホールトイレの整備 
計画  3校 3校 3校 9校 3校 

実績 1校 4校 4校 2校 11校 2校 

資料11
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【人孔と本管の接合部の既耐震化施設】

耐震化整備箇所図

既耐震化路線

追加耐震化路線

既設管の耐震化工事の様子

マンホールトイレ設置済箇所
 16校×2基（内、H24～H27の設置は11校）

★

☆ マンホールトイレ未設置箇所
 4校×2基

人孔と管接合部
の耐震化

（H24～26）

（H17～21）



雨水浸透施設助成金の実績 （平成23年度～平成27年度）

処理区 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 計

38件          52件          25件          24件          10件          149件

11,705千円  16,663千円  6,581千円   8,427千円   3,242千円   46,618千円

浸 透 ま す 159基         215基         86基          141基         50基          651基

浸透トレンチ 26.0ｍ         -               17.3ｍ         8.7ｍ          52.0ｍ

128.97m3    166.44m3    62.21m3     138.58m3    45.41m3     541.62m3

6件            10件          4件            12件          4件            36件

1,490千円   3,666千円   697千円      5,498千円   1,311千円   12,662千円

浸 透 ま す 22基          49基          17基          72基          15基          175基

浸透トレンチ -               16.0ｍ         26.4ｍ         -               42.4ｍ

16.69m3     43.17m3     12.30m3     77.71m3     12.69m3     162.56m3

1件            2件            -               1件            -               4件

111千円      557千円      -               232千円      -               900千円

浸 透 ま す 3基            6基            -               2基            -               11基

浸透トレンチ 11.0ｍ         -               3.3ｍ          -               14.3ｍ

5.81m3       4.64m3       -               3.17m3       -               13.62m3

45件          64件          29件          37件          14件          189件

13,306千円  20,886千円  7,278千円   14,157千円  4,553千円   60,180千円

浸 透 ま す 184基         270基         103基         215基         65基          837基

浸透トレンチ 37.0ｍ         16.0ｍ         -               47.0ｍ         8.7ｍ          108.7ｍ

151.47m3    214.26m3    74.51m3     219.46m3    58.10m3     717.80m3

合計

件　　　　数

金　　　　額

種
類

対 策 量

第３処理区

件　　　　数

金　　　　額

種
類

対 策 量

第２処理区

件　　　　数

金　　　　額

種
類

対 策 量

第１処理区

件　　　　数

金　　　　額

種
類

対 策 量

助成対象

浸透ます 浸透トレンチ

資料12



平成 28 年  8 月    日

1 武蔵野市下水道計画の推進
平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 東京都武蔵野市

平成20年度に策定した武蔵野市下水道総合計画に基づいた事業を確実に実施し、水害に強い都市を造るとともに水環境に配慮した安心・安全で快適なまちを創造して行く。

①雨水の流出抑制を図り浸水被害を軽減させるため、浸水対策達成率を50％（H23）から100％（H27）に増加させる。（市内18箇所　22年度末9箇所　23年度以降9箇所）
②合流式下水道改善率を、25.7％（H23）から100％（H25）に増加させる。（貯留槽：2箇所　貯留管：471m）
③分流式の第3処理区（石神井川排水区）の雨水管整備を推進し下水道計画に則った雨水排水を確保するため、雨水管整備率を77.5％（Ｈ23）から82.8％（Ｈ27）に増加させる。（φ2600 L=500m）
④老朽管きょの延命化を図るため、老朽管きょ再構築率を5.3％（H23）から6.3％（H27）に増加させる。（□3300×2970mm　L=874m）
⑤避難所等からの排水を受ける管路及び、緊急輸送道路等下の管路について管きょ継手の耐震化事業を行い、耐震化整備率を78%(H23)から98%(H27)に増加させる。またマンホールトイレの設置を行う。（9校）

（H23当初） （H25末） （H27末）
①浸水対策率　        　計画箇所数　18箇所                 当初：9/18　中間：15/18　最終：18/18                    

②合流式下水道改善率　　合流区域面積（第１処理区）S=727ha  当初：187/727　中間：727/727　最終：727/727　

③雨水管整備率　　　　　計画延長　L=9,350m　　　　　　 　　当初：7,244/9,350  中間：7,494/9,350　最終：7,744/9,350

④老朽管きょ再構築率　　計画延長　L=81,990m　　　　　　　　当初：4,326/81,990 中間：4,760/81,990 最終： 5,200/81,990

⑤耐震化整備率　　　　　計画箇所数169箇所　　　　　　　　　当初：673/859      中間：791/859      最終：842/859

事　後　評　価　

○事後評価の実施体制、実施時期

平成28年９月

市ホームページ

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ1　下水道事業事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業及び 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 施設種別 H23 H24 H25 H26 H27

第1処理区

1-A1-1 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 155 浸水対策計画

1-A1-2 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 1,225 浸水対策計画

1-A1-3 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 583 合流改善計画

1-A1-4 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 3,958 合流改善計画

1-A1-5 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 739 合流改善計画

1-A1-6 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 改築 武蔵野市 862 長寿命化支援制度

1-A1-7 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 9 合流改善計画

1-A1-12 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 7 水質保全

第2処理区

1-A1-8 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 新設 武蔵野市 4 浸水対策計画

第3処理区

1-A1-9 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 分流 新設 武蔵野市 599

全体

1-A1-10 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流 - 武蔵野市 -

1-A1-11 下水道 一般 武蔵野市 直接 - 合流・分流 - 武蔵野市 57 総合地震対策計画

合計 8,199

浸水対策事業 浸水予想区域図を作成済（※防災課事業）

下水道総合地震対策事業 管きょ継手の耐震化 186箇所
マンホールトイレ設置（※防災課事業）11校×2基

浸水対策施設整備（小中学校）
H23 野川排水区浸水被害総合計画策定委託
雨水貯留浸透施設設置 1箇所 V=500 

石神井川排水区雨水幹線整備 H26～H28 雨水幹線整備工事 φ2600 435.5m

下水道管再構築 H23 長寿命化計画策定委託
管きょ再構築 □3300×2970～4000×2400mm　L=482m

放流水質フォローアップ調査 H23～H27 放流水質調査（原寺分橋吐け口）

合流改善事後評価調査 H27 合流改善事後評価調査

合流改善施設整備（吉祥寺東町4丁目） 合流改善施設 V=1200 

合流改善施設整備（吉祥寺東町1丁目） 合流改善施設 V=8500 

合流改善施設整備（神田川排水区）
雨水貯留管φ1650mm L=398m V=800 
雨水貯留槽 V=200 

事後評価の実施体制 事後評価の実施時期

浸水対策施設整備（小中学校） 雨水貯留浸透施設 3箇所（V=500 ×2・600 ×1）

浸水対策施設整備（吉祥寺北町1丁目） 雨水貯留施設 V=4500 

学識経験者等の第三者により構成された武蔵野市社会資本総合整備計画事業事後評価委員会を設置し、評価指標の
実現状況及び今後の方針等について意見を求める。

公表の方法

交付対象事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
（延長、容積等）

市町村名
全体事業費
（百万円）

78.3% 92.0% 98.0%

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
8,242 百万円 Ａ 8,199 百万円 Ｂ 0 百万円 Ｃ 43 百万円

効果促進事業費の割合
0.5%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

77.5% 80.1% 82.8%

5.3% 5.8% 6.3%

50.0% 83.3% 100.0%

25.7% 100.0% 100.0%

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　計画の成果目標（定量的指標）

社会資本総合整備計画（水の安全・安心基盤整備）　事後評価書（案）
計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

計画策定委託

計画策定委託

耐震化

トイレ設置

設 置

基本設計 詳細設計 地上権設定 整備工事（※H28まで）

設 計 整 備 工 事

整 備 工 事

整 備 工 事

設 計 整 備 工 事

改 築

調 査 調 査 調 査

設 置

改 築 改 築

調 査

設 置 設 置

耐震化 耐震化

トイレ設置 トイレ設置 トイレ設置

（交付金対象外）

（交付金対象外）

（交付金対象外）

（交付金対象外）
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Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-1 活動支援 一般 武蔵野市 直接 雨水流出抑制対策 武蔵野市 43
合計 43

番号 備考

1-C-1

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する ・合流改善施設の設置等により、放流先水域の水質改善、公衆衛生上の安全確保及び悪臭発生の低減等を図ることができた。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・雨水管の整備を行うことにより、浸水被害のない快適で持続可能な生活環境の確保が図られた。

・老朽管渠の再構築を計画的に行うことにより、管渠の延命化を図るとともに、ライフサイクルコストの低減と更新時期の平準化が図られた。
・重要な管路施設の耐震化を行うことにより、震災時における避難所等の安全確保と緊急輸送道路等の機能確保を図り、都市活動の継続性を保つことができた。

最終目標値 100 ％
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 72 ％

最終目標値 100 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100 ％

最終目標値 82.8 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 77.5 ％

最終目標値 6.3 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 5.9 ％

最終目標値 98 ％
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100 ％

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 ・善福寺川排水区内の浸水地域において、雨水貯留施設等の浸水対策を実施したことで、浸水被害の軽減が図られ地域住民の要望に応えることができた。
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

指標④（老朽管
きょ再構築率）

武蔵野市下水道長寿命化計画（H25～H29年度）に基づき管渠再構築事業を実施しており、最終目標値は計
画最終年度の値となっているため、途中年度（H27年度末）では5.9％（482m）となる。

指標⑤（耐震化
整備率）

武蔵野市下水道総合地震対策計画に基づく耐震化箇所（交付金対象）は169箇所であるが、この他に市が耐
震化を必要とする箇所が17箇所あり、その17箇所についても期間内に耐震化を行うことができたため。

　今後も引き続き、ハード・ソフト両面から浸水対策を推進し、水害に強い都市をつくるとともに、雨水流出の抑制を図り、水環境の保全・創出に努めていく。

　また、計画的、効率的に老朽管渠の再構築に取り組み、下水道サービスの安定性を確保し、安全で快適なまちづくりを実現していく。

・雨水貯留施設及び雨水貯留浸透施設の設置等により、浸水被害の多かった地域住民の安全・安心な生活環境が向上した。

指標①（浸水対
策率）

第２処理区については、下水道浸水被害軽減総合計画の策定を検討していたが、結果的に対象事業の要件
に該当せず、H27年度からの事業開始となったため、実施箇所数が減少した。

指標②（合流式
下水道改善率）

指標③（雨水管
整備率）

関係機関、土地所有者等との調整により石神井川排水区雨水幹線事業の工事期間がH26～H28年度となり、
供用開始後に雨水管整備延長（435.5ｍ）を計上予定のため。

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容
工種

基幹事業の浸水対策エリア内における、各戸への雨水浸透施設設置の市助成の一部を助成することで雨水浸透施設設置を促進し、雨水の流出抑制及び浸水域の削減を図る。

市町村名
全体事業費
（百万円）

浸水対策

一体的に実施することにより期待される効果

雨水浸透施設設置の一部を助成　189件 （交付金対象外）


